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３．令和元年度貸借対照表

（令和 2年 3月31日現在）
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 102,431,593 固定負債 31,235,729 

有形固定資産 98,735,607 地方債 27,572,687 
事業用資産 43,691,378 長期未払金 - 

土地 28,746,455 退職手当引当金 2,871,972 
立木竹 - 損失補償等引当金 - 
建物 49,155,394 その他 791,070 
建物減価償却累計額 △ 34,921,993 流動負債 3,928,038 
工作物 621,203 １年内償還予定地方債 3,249,658 
工作物減価償却累計額 △ 355,367 未払金 - 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 272,105 
航空機 - 預り金 279,476 
航空機減価償却累計額 - その他 126,800 
その他 - 35,163,767 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 445,685 固定資産等形成分 104,115,620 

インフラ資産 54,709,509 余剰分（不足分） △ 34,191,971
土地 27,123,436 
建物 58,791 
建物減価償却累計額 △ 42,634
工作物 64,341,566
工作物減価償却累計額 △ 37,230,498
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 458,848 

物品 1,031,078 
物品減価償却累計額 △ 696,358

無形固定資産 8,583
ソフトウェア 8,583 
その他 - 

投資その他の資産 3,687,403 
投資及び出資金 204,971 

有価証券 1,239 
出資金 203,732 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 370,383 
長期貸付金 - 
基金 3,145,320 

減債基金 - 
その他 3,145,320 

その他 - 
徴収不能引当金 △ 33,271

流動資産 2,655,822
現金預金 629,400 
未収金 111,071 
短期貸付金 - 
基金 1,684,027 

財政調整基金 1,455,147 
減債基金 228,880 

棚卸資産 259,878 
その他 - 
徴収不能引当金 △ 28,554 69,923,649 

105,087,415 105,087,415 資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計
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① これまでの世代による社会資本形成の負担比率

純資産総額 固定資産 

69,923,649 千円 ÷ 102,431,593 千円 ＝ 68.3％ 

② 将来の世代による社会資本形成の負担比率（将来世代負担比率）

地方債残高※ 固定資産 

18,087,468 千円 ÷ 102,431,593 千円 ＝ 17.7％ 

※地方債残高からは、臨時財政対策債、減税補てん債を除きます。

(4) 歳入総額に対する資産比率及び純資産比率

歳入総額に対する資産総額及び純資産の割合を算出することにより、基

準日に形成されている資産総額及び純資産に、何年分の歳入が充当されて

いるかを把握することができます。前年度と比較して、「歳入総額に対す

る資産比率」は０．２年減っており、「歳入総額に対する純資産比率」は

０．１年減っております。 

① 歳入総額に対する資産比率

資産総額 歳入総額※ 

105,087,415 千円 ÷ 25,492,181 千円 ＝ 4.1 年 

② 歳入総額に対する純資産比率

純資産総額 歳入総額※ 

69,923,649 千円 ÷ 25,492,181 千円 ＝ 2.7 年 

※歳入総額＝収入合計＋前年度末資金残高

(5) 有形固定資産減価償却率

有形固定資産のうち償却資産について、耐用年数に対して資産の取得か

らどの程度経過しているのかを表しています。この比率が高いほど施設の

老朽化が進んでいるといえます。前年度と比較して１．３％高くなってい

ます。 

減価償却累計額 取得価額 

73,246,850 千円 ÷ 115,208,032 千円 ＝ 63.6％ 
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３．令和元年度行政コスト計算書

自　平成31年 4月 1日
至　令和 2年 3月31日

（単位：千円）

金額

経常費用 21,129,147 

業務費用 10,526,764 

人件費 3,761,643 

職員給与費 3,312,821 

賞与等引当金繰入額 272,105 

退職手当引当金繰入額 31,458 

その他 145,260 

物件費等 6,424,741 

物件費 3,768,206 

維持補修費 322,471 

減価償却費 2,331,015 

その他 3,050 

その他の業務費用 340,380 

支払利息 200,952 

徴収不能引当金繰入額 10,552 

その他 128,875 

移転費用 10,602,383 

補助金等 2,824,254 

社会保障給付 5,915,537 

他会計への繰出金 1,861,163 

その他 1,428 

経常収益 990,625 

使用料及び手数料 278,687 

その他 711,939 

純経常行政コスト △ 20,138,521

臨時損失 7,984 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 7,984 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 - 

臨時利益 3,234 

資産売却益 3,234 

その他 - 

純行政コスト △ 20,143,271

科目
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４．行政コスト計算書の概要 

 

  経常費用の総額は２１１億２，９１４万７千円となり、これらの行政活動

に対する使用料・手数料などによる経常収益は９億９，０６２万５千円で、

純経常行政コストは２０１億３，８５２万１千円、臨時損失、臨時利益を加

味した純行政コストは２０１億４，３２７万１千円となっています。 

  これは市民一人当たりでは、２５万４千円の純行政コストを要しているこ

ととなります。 

（単位：千円） 

 令和元年度 平成 30 年度 増減 

経常費用総額 21,129,147 20,783,067 346,080 

経常収益総額 990,625 1,059,997 △69,372 

純経常行政コスト 20,138,521 19,723,070 415,451 

純行政コスト総額 20,143,271 19,734,106 409,165 

市民一人当たり 254 249 5 

 

  行政コストの構成 

 

  経常費用の総額が２１１億２，９１４万７千円となっており、その内訳は、

人件費が３７億６，１６４万３千円で１７．８％、物件費等は減価償却費を

含み、維持補修費などに要した費用として６４億２，４７４万１千円で３０．

４％となっています。また、移転支出では児童手当の給付や生活保護扶助費

などの社会保障関係移転支出が５９億１，５５３万７千円で２８．０％、他

会計などへの支出が１８億６，１１６万３千円で８．８％となっています。 

（単位：千円） 

 令和元年度 平成 30 年度 増減 

経常費用総額 21,129,147 20,783,067 346,080 

人件費 3,761,643 3,965,417 △203,774 

物件費等 6,424,741 5,859,449 565,292 

社会保障関係移転支出 5,915,537 5,557,295 358,242 

他会計などへの支出 1,861,163 1,809,976 51,187 
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５．行政コスト計算書を活用した財政分析 

 

 (1) 行政コスト対税収等比率 

 

   税収などの一般財源等に対する純経常行政コストの比率を表すことによ

り、当年度の税収等のうち、どれだけ資産形成の伴わない純経常行政コス

トに費消したかを比較することができます。この比率が１００％に近づく

ほど資産形成の余裕度が低いといえ、さらに１００％を上回ると、過去か

ら蓄積した資産が取り崩されたことを表します。前年度と比較して１．

６％低くなっています。 

純経常行政コスト  財源   

20,138,521 千円 ÷ 21,061,464 千円 ＝ 95.6％ 

 

 (2) 受益者負担の割合 

 

   行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表すもので、受益者負

担の水準を把握することができます。前年度と比較して０．４％低くなっ

ています。 

経常収益  経常費用   

990,625 千円 ÷ 21,129,147 千円 ＝ 4.7％ 
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３．令和元年度純資産変動計算書

自　平成31年 4月 1日
至　令和 2年 3月31日

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 68,866,715 104,188,000 △ 35,321,285 

純行政コスト（△） △ 20,143,271 △ 20,143,271 

財源 21,061,464 21,061,464 

税収等 15,471,507 15,471,507 

国県等補助金 5,589,957 5,589,957 

本年度差額 918,193 918,193 

固定資産等の変動（内部変動） △ 211,121 211,121 

有形固定資産等の増加 1,738,260 △ 1,738,260 

有形固定資産等の減少 △ 2,352,277 2,352,277 

貸付金・基金等の増加 629,506 △ 629,506 

貸付金・基金等の減少 △ 226,609 226,609 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 138,741 138,741 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 1,056,934 △ 72,379 1,129,314 

本年度末純資産残高 69,923,649 104,115,620 △ 34,191,971 

科目 合計

４．純資産変動計算書の概要

純行政コスト２０１億４，３２７万１千円に対し、財源である税収等と国県等補

助金の合計額は２１０億６，１４６万４千円となっており、発生したコストを、税

を主とする一般財源で賄えたことがわかります。

（単位：千円）

 令和元年度 平成 30年度 増減 

純行政コスト 20,143,271 19,734,106 409,165 

財源 21,061,464 20,285,242 776,222 
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